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 鳥獣は、自然環境の重要な構成要素であり、私たちの生活に欠くことのでき

ない存在です。しかし近年、農林水産業や生態系、生活環境への被害などが顕

在化する一方で、地域的には減少する鳥獣もみられ、人と鳥獣との関わり方が

改めて問われています。 

 これまで「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（以下「鳥獣法」とい

う。）」をはじめ関係する制度や施策により、この課題について様々な対応がな

されてきました。平成１１年、鳥獣法に特定鳥獣保護管理計画制度が位置づけ

られるとともに、平成１４年には法の目的に「生物多様性の確保」が盛り込ま

れるなどの見直しが行われました。また、平成１４年１月に環境省が設置した

「野生鳥獣保護管理検討会」では、鳥獣の保護管理手法や狩猟のあり方につい

て様々な角度から検討が行われてきました。このような経緯を経て、昨年９月、

中央環境審議会は、環境大臣から、「鳥獣の保護及び狩猟の適正化につき講ずべ

き措置について」の諮問を受け、本小委員会を設置したところです。 

 

以上のような経緯を踏まえつつ、本小委員会では５回にわたる会議の開催と

現地調査や関係機関からのヒアリングを行い、今般、報告書をとりまとめるに

至りました。本報告書の内容が、中央環境審議会から環境大臣へ答申され、今

後、環境省において、鳥獣法、政省令及び「鳥獣保護事業を実施するための基

本的な指針」の見直しの検討に反映されていくものと期待します。 

しかし、人と鳥獣のより良い関係を将来にわたって構築するためには、引き

続き検討を要する課題として、 

○ 鳥獣の保護管理に重要な役割を果たしている狩猟者の減少や高齢化につい

て長期的な観点からどのように対処していくのか、また現場の保護管理に

携わる専門的知識を有する者の育成・活用を具体的にどのように図ってい

くのかなど、地域における鳥獣の保護管理の担い手確保に関する対策を多

方面から検討していくこと 

○ 狩猟の実態や鳥獣による被害の動向、人への安全性の確保、鳥獣保護管理

の実施体制の整備とその効果などについて、今後の状況を総合的に見極め

ながら、狩猟のあり方を引き続き検討していくこと 

があげられます。 

 

 以上のような課題については、時代の流れを踏まえつつ、今後とも関係者の

意見を聴きながら検討を進めていく必要があることを提起したいと考えます。 


